
（様式1-5）
貸付申込者用
作成書類内容及び個人情報の取扱い確認書

　　　　　　　　　　　　　 （農地中間管理機構）
公益社団法人　静岡県農業振興公社理事長

貴殿より農用地等貸付希望申込みを受けた農用地等の借受けに必要な書類を下記のとおり作成しましたので、記載に誤りがないか確認をお願いいたします。
　下記の内容について、同意する場合は、「作成書類内容及び個人情報の取扱い確認」欄に署名してください。

記

Ⅰ　作成書類　「利用権設定関係農用地利用集積計画書」
農用地等の属する市町長に対し、農業経営基盤強化促進法により利用権の設定を申し出る書類です。利用権設定する農地等、権利者、賃借料、始期、終期、賃借料支払時期、共通事項等を記載して、農用地等の所在する市町長が公告することで利用権の設定が成立します。

Ⅱ　作成書類の利用目的
（１）農用地等の借入れ、貸付けを行う農地中間管理事業及びこれらに付随する業務
（２）その他、当公社が法令等により営むことができる業務及びこれらに付随する業務
（３）(1)及び(2)の業務に係わる農用地等の位置及び権利関係の確認、審査に利用するため
（４）(1)及び(2)の業務の管理のため
（５）本人であることの確認のため
（６）主務省及び監督官庁への報告等、適切な業務の遂行に必要な範囲での第三者への提供のため
（７）各種証明書、領収書、賃借料口座振替案内等の御案内や各種情報の提供のため

Ⅲ　個人情報の取扱いについて
公社が農地中間管理事業の実施に当たり取得した個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57号）及び関係法令に基づき、適正に管理し、農地中間管理事業の実施のために利用します。
また、公社は、本事業で利用するほか次の事業等（注１）に係る交付金及び補助金の交付に利用するとともに、これらの事業等の実施のために、次の関係機関（注２）に必要最小限度内において当該個人情報を提供する場合があります。
	事業等
（※注１）
	農地集積・集約化対策事業、荒廃農地等利活用促進交付金、農地耕作条件改善事業、経営所得安定対策等推進事業、人・農地問題解決加速化支援事業、農業次世代人材投資事業、農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）の金利負担軽減措置、茶改植等支援事業、茶園集積推進事業、果樹農業好循環形成総合対策事業、農業農村整備事業　等

	関係機関
（※注２）
	国、県、市町、農業委員会、農業協同組合、農業再生協議会、農業協同組合中央会、農業会議、農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）の融資機関、土地改良区　等



	作成書類内容及び個人情報の取扱い確認　　　　　　(注)氏名が自署でない場合は、押印願います。

	[bookmark: _GoBack]この「作成書類内容及び個人情報の取扱い確認書」に記載された内容について同意します。

令和　　年　　月　　日

住　所

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　㊞







